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浜通りにおける産業政策・拠点整備データベースの設計と現況分析 

大西悟（国立環境研究所）、辻岳史（国立環境研究所）、中村省吾（国立環境研究所）、大場

真（東北工業大学）、平野勇二郎（国立環境研究所）、浅原みゆき（資源循環ネットワーク）、五

味馨（国立環境研究所）、土井 麻記子（エックス都市研究所）、塚本 祐樹（アジア航測） 

 
１．はじめに 

 浜通り地域の復興にむけた動きが本格化しつつある。震災復興研究からは、復興事業における上位計画と具体の

拠点整備の検討を連動させる過程の重要性が指摘されている（荒木、2020、福島、2021 等）。本発表は、自治体の総

合計画・復興計画、個別計画および拠点整備、施設・事業所立地に関するデータベースを設計し、一部構築、現況分

析することで、その一助となることを目的とする。 

２．方法 

浜通り 15 市町村（いわき市、相馬市、南相馬市、川俣町、田村市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双

葉町、浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村）の総合計画・復興計画に関する文献を収集し、調査を実施した。重点的な

計画として、人口、産業誘致・地域振興、林業・漁業、インフラ整備政策の記述について、自治体ごとの特徴を整理、

分析した。また、拠点整備として総合・復興計画に基づく事業 92 件、省庁補助事業 11 件、災害公営・復興住宅事業

38 件を事業名、事業補助省庁・県、事業時機、インフラ等ハード面整備の有無、関連情報 URL を調査し、整理した。

以上の政策および拠点整備について、表形式で構造的にデータベース化した。また、浜通り 15 市町村において自治

体が定める産業団地および立地企業を次の資料から特定し、地理情報システム（GIS）上でポリゴンデータ化し、立地

企業をポイントデータとして整備した。造成状況、立地特性を把握するため、団地のステージ（共用済み、造成中、造

成予定）、業種を付与し、分析の基礎データとした。また、これら産業団地と立地企業を GIS 上で紐づけた。 

３．結果と考察 

 総合計画・復興計画は、自治体によって、二つの関

係性の違い、市町村民の参画過程、基本理念・将来

像・および重点項目の構成に違いがみられた。拠点整

備は、計画との総合性とともに各省庁の補助メニューの

影響も大きいことが分かった。また、産業立地に関して

は、製造業、建設業で 56.6%を占めているが、業種は多

様であることがわかった（図 1）。また、上位計画との関

連が見られるものは一部にとどまることも確認できた。 

４．結論 

本研究で整備したデータベースは、今後、脱炭

素政策などの計画などの新たな政策イシューを踏

まえた拠点整備、産業立地を目指すために、近隣地域の状況を踏まえ、上位計画と実態の事業化の双方の動きを複

合的に検討する基盤となることを試みた。ただし、自治体関係者によるデータベースの利用はまだなく、今後、ニーズ

に合わせた改善が必要になる。また、産業政策は、雇用確保という復興時の重要課題に直結するとともに、他の計画と

密接と関連し、広域での連携も重要になることから、情報の集約と政策・研究の展開が課題となる。データベース化に

とどまらず、それを用いた政策・計画のデザイン手法の開発が今後課題になる。 
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大分類 立地数 割合

教育，学習支援業
支援業

2 1.5

サービス業 10 7.4
医療，福祉 1 0.7
運輸業，郵便業 5 3.7
卸売業，小売業 16 11.8
学術研究，専門・技術サービス業 5 3.7
金属製品製造業 2 1.5
金融業，保険業 1 0.7
建設業 23 16.9
公社・官庁 1 0.7
情報通信業 2 1.5
製造業 57 39.7
電気・ガス・熱供給・水道業 4 2.9
農業，林業 1 0.7
不動産業，物品賃貸業 6 4.4
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図 1:産業団地・企業立地データベース 
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